
 

 

財務諸表に対する注記 

 

 

１． 継続事業の前提に関する注記 

該当なし 

 

 

２． 重要な会計方針 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

 

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

該当なし 

 

（3） 固定資産の減価償却の方法 

定額法による減価償却を実施している。 

 

（4） 引当金の計上基準 

退職給付引当金は、退職手当の期末要支給額（自己都合）に相当する金額を計上してい

る。 

 

（5） キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  該当なし 

 

（6） 消費税等の会計処理 

消費税等については、税込方式による。 

 

 

３． 会計方針の変更 

公益法人会計基準（平成２０年４月１１日内閣公益認定等委員会）に基づき作成している。 

 

 

４． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。  

      （単位：円） 

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

 

13,500,000 

 

0 

 

0 

 

13,500,000 

13,500,000 0 0 13,500,000 

 

884,800 

4,000,000 

 

381,588 

0 

 

1,088,944 

0 

 

177,444 

4,000,000 

4,884,800 381,588 1,088,944 4,177,444 

基本財産 

定期預金 

小   計 

特定資産 

退職給付引当資産 

事業変動準備資産 

小   計 

合   計 18,384,800 381,588 1,088,944 17,677,444 

 



 

 

５． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳、次のとおりである。  

            （単位：円） 

科   目 当期末残高 
（うち指定正味財産

からの充当額） 

（うち一般正味財産

からの充当額） 

（うち負債に 

対応する額） 

 

13,500,000 

 

(13,500,000) 

 

        

 

        

13,500,000 (13,500,000)                 

 

177,444 

4,000,000 

 

        

 

        

 

(177,444) 

(4,000,000) 

4,177,444                 (4,177,444) 

基本財産 

定期預金 

小   計 

特定資産 

退職給付引当資産 

   事業変動準備資産 

小   計 

合   計 17,677,444 (13,500,000)         (4,177,444) 

 

 

６． 担保に供している資産 

    該当なし 

 

 

７． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。  

（単位：円） 

科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

932,246 

307,188 

193,312 

9,310 

8,500 

213,639 

82,407 

67,658 

0 

0 

718,607 

224,781 

      125,654 

9,310 

8,500 

車両運搬具 

什器備品 

ソフトウェア 

預託金 

敷金 

合   計 1,450,556 363,704 1,086,852 

※過年度損益修正益・・・什器備品（看板）取得価額 109,200 円を計上 

※固定資産圧縮損・・・環境対応車普及促進対策費補助金 125,000 円を計上 

 

 

８． 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

（貸倒引当金を直接控除した残額のみを記載した場合） 

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりで

ある。 

科   目 債権金額 
貸倒引当金の 

当期末残高 
債権の当期末残高 

7,247,310 0 7,247,310 未収金 

合   計 7,247,310 0 7,247,310 

 

 

９． 保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務 

     該当なし 

 

 

１０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

     該当なし 



 

 

１１． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

   補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。  

（単位：円） 

補助金等の名称 

（交付者） 

前期末 

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期 

末残高 

貸借対照表上

の記載区分 

補助金等 

国土緑化推進機構交付金 

（社団法人国土緑化推進機構） 

地球温暖化防止活動事業助成金 

（郵便事業株式会社） 

排出権取得・償却（無効化）事業助成金 

（郵便事業株式会社） 

緑と水の森林基金助成金 

（社団法人国土緑化推進機構） 

  高知県体験活動事業費補助金 

（高知県） 

こうち山の日推進事業費・ 

山の一日先生派遣事業費補助金 

（高知県） 

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

 

      

 

 

360,000 

 

2,400,000 

 

1,250,000 

 

2,770,000 

 

344,000 

 

 

14,013,076 

 

360,000 

 

2,400,000 

 

1,250,000 

 

2,770,000 

 

344,000 

 

 

14,013,076 

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

 

      

 

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

 

      

 

合    計       21,137,076 21,137,076        

 

１２． 基金及び代替基金の増減額及びその残高 

     該当なし 

 

１３． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

     該当なし 

 

１４． 関連当事者との取引の内容 

     該当なし 

 

１５． キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引 

     該当なし 

 

１６． 重要な後発事象 

     該当なし 

 

１７． その他 

   収益事業等会計については該当なし。 

   人件費、通信運搬費、消耗品費、賃借料、保険料、諸手数料の一部は、事業費割合により

配賦している。 

     


